
 

（資料６５－１） 

○空家等対策の推進に関する特別措置法 

(立入調査等) 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を

把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うこと

ができる。 

 (空家等の所有者等に関する情報の利用等) 

第十条  

2 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているものの

うち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用す

る目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するも

のについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必

要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

3 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関

係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報

の提供を求めることができる。 

 

○新宿区空き家等の適正管理に関する条例 

(所有者等の把握) 

第5条 区長は、管理不全状態にあると思料する空き家又は廃棄物に起因する管理不全状態

にあると思料する土地等の所有者等を把握するために必要な調査をすることができる。 

(実態調査) 

第6条 区長は、空き家が管理不全状態にあるかどうか又は土地等が廃棄物に起因する管理

不全状態にあるかどうかの判断をするに当たって必要があると認めるときは、これらの実

態について調査をすることができる。 

 


